
連合北海道札幌地区連合会／さっぽろ労働相談センター 

札幌圏雇用センサス  ２０１０年５月の相談状況 

「地場の雇用益々荒廃」 

 

１．労働相談の概況 

（１）相談件数について   

資料－１ 「２０１０年５月 月別労働相談処理状況」 

資料－２ 「２０１０年５月 相談者数（雇用形態・男女別、業種別）処理内容」 

資料－３ 「２０１０年 雇用形態別 相談者数・相談件数 月別集計」 

 

   相談者数は７５人、相談件数は１３３件、一人当相談件数は１．７７件となりました。 

   対前月比は－３０人・－８９件となり、一人当相談件数は－０．３４Ｐとなっています。 

 

【相談者数・相談件数・一人当相談件数の比較】 

 相談者（人） 相談件数（件） 一人当相談件数（件） 

２０１０年５月 ７５ １３３ １．７７ 

２００９年５月 ７９ １４８ １．８７ 

２０１０年４月 １０５ ２２２ ２．１１ 

 

（２）雇用形態別相談者数及び件数について 

    資料－３ 「２０１０年 雇用形態別 相談者数・相談件数 月別集計」 

 

   相談者数７５人の内訳は、社員３４人、期限付雇用契約者（契約・パート・臨時・嘱託・季

節・派遣）３７人、不明４人となっており、男女比では男性４５人・女性３０人となっていま

す。 

   相談件数１３３件の内訳は、社員７１件、期限付雇用契約者（契約・パート・臨時・嘱託・

季節・派遣）５７件、不明５件となっており、男女比では男性７８件・女性５５件となってい

ます。 

 

【雇用形態別 相談者数（人）】 

 社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 ２７ ７ ３ ５ ０ １ １ １ ４５ 

女 ７ １ １４ ２ １ ０ ２ ３ ３０ 

計 ３４ ８ １７ ７ １ １ ３ ４ ７５ 

 

【雇用形態別 相談件数（件）】 

 社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計 

男 ５３ ８ ８ ５ ０ １ ２ １ ７８ 



女 １８ ３ ２０ ７ １ ０ ２ ４ ５５ 

計 ７１ １１ ２８ １２ １ １ ４ ５ １３３ 

 

   相談者数を男女比でみた場合男性が女性を上回り、雇用形態別にみると男性は社員に、女性

はパートに相談者が集中しています。また相談件数をみると男性社員と女性パートの件数が特

化しています。 

（３）業種別相談状況について 

    資料－４ 「２０１０年 業種別 相談者数・相談件数 月別集計」 

 

   業種別相談状況による相談者数と相談件数の分布は次のとおりです。 

 

「卸・小売業・飲食店」 １３人 相談件数２４件 

「医療福祉・医薬品業」 １０人    同１６件 

「その他サービス業」   ８人    同１１件 

「建設・設計・重機業」  ５人    同 ７件 

「陸運・倉庫業」     ５人    同１０件 

「エネルギー・水道業」  ５人    同１３件 

「商品斡旋・リース業」  ４人    同１０件 

「ビル管理業」      ３人    同 ４件 

「通信・報道・ＩＴ業」  ３人    同 ９件 

「食品加工業」      ２人    同 ２件 

「労働者派遣業」     ２人    同 ４件 

「教育・学校」      ２人    同 ５件 

「会計行政法律事務所」  ２人    同 ４件 

「製造業」        ２人    同 ２件 

「公務・公共サービス」  ２人    同 ２件 

「分類不能」       ７人    同１０件 

 

   相談者数では、「卸・小売業・飲食店」、「医療福祉・医薬品業」に相談者が集中しています。 

   相談件数でも、「卸・小売業・飲食店」が突出し、「医療福祉・医薬品業」、「エネルギー・水

道業」「その他サービス業」、「陸運・倉庫業」、「商品斡旋・リース業」と続いています。 

 

（４）相談内容について 

    資料－５ 「２０１０年 主要相談項目別 相談者数 月別集計」 

    資料－６ 「２０１０年 相談項目別 相談件数 月別集計」 

    資料－７ 「２０１０年５月 相談件数（雇用形態別・相談項目別）」 

 

   雇用関係の相談は、圧倒的多くが「解雇・退職強要・契約打切」となっています。賃金関係

では、「賃金未払」と「残業手当・割増賃金不払」に特化しています。労働契約関係では、「就

業規則・雇用契約」が主となっています。 

 

① 相談項目別の相談者数と相談件数の分布は次のとおりです。 

    雇用関係        ２１人  ２８件 

    賃金関係        １７人  ３０件 

    労働契約関係       ５人  １６件 



    労働時間関係       ６人  １３件 

    経営問題・労務管理   １１人  １５件 

    労働組合関係       １人   ２件 

    保険・税関係       ３人  １２件 

    退職関係         ７人   ９件 

    差別など         ４人   ６件 

    安全衛生         ０人   ２件 

 

  ② 相談内容と雇用形態の内容を検証すると次のとおり分布されます。 

 

社員 契約 パート 臨時 嘱託 季節 派遣 不明 合計  

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

雇用 8 6 1 0 2 5 2 2 0 1 0 0 0 0 0 1 13 15 

賃金 13 2 4 0 2 5 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 22 8 

契約 7 0 1 0 2 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 10 6 

時間 3 4 2 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 5 8 

経営 7 2 0 0 1 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 10 5 

組合 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 

保険 5 2 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 6 6 

退職 3 2 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 6 

差別 4 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 6 0 

安全 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

 計 53 18 8 3 8 20 5 7 0 1 1 0 2 2 1 4 78 55 

 

   「社員」の抱える相談項目が７１件と相談件数全体の５３．４％を占めています。「社員」 

   は男性の割合が高く、「契約」・「パート」は女性の割合が高くなっています。 

 

（５）違法件数について 

    資料－６ 「２０１０年 相談項目別 相談件数 月別集計」 

    資料－８ 「２０１０年５月 違法件数（雇用形態別・相談項目別）」 

    資料－９ 「２０１０年 相談項目別 違法件数 月別集計」 

    資料－10 「２０１０年 相談項目別 違法率 月別集計」 

 

   ７５人から寄せられた１３３件の相談中、違法と判断される項目は６７件となっています。 

  ５０．４％が違法という状況です。６７件の主な内訳は次のとおりです。 

 

【項目別違法件数の分布】 

項  目 違法件数 違法率 全相談件数 

賃金関係 ２０件 ６６．７％ ３０件 

雇用関係 １２件 ４２．９％ ２８件 

労働時間関係 １０件 ７６．９％ １３件 

経営問題・労務管理 ７件 ４６．７％ １５件 

保険・税関係 ６件 ５０．０％ １２件 

労働契約関係  ５件 ３１．３％ １６件 

差別 ４件 ６６．７％ ６件 



退職関係 ２件 ２２．２％ ９件 

安全衛生 １件 ５０．０％ ２件 

労働組合関係 ０件 ０％ ２件 

総 数 ６７件 ５０．４％ １３３件 

※「全相談件数の総計１３３件」はこの表の合計ではなく相談件数の総計です。 

 

２．雇用情勢について 

 

   ５月は大型連休の月であり、労働者の稼働・勤務日数が大幅に少ない月ということもあり、 

  労働相談は人数・件数ともに若干少なくなりました。 

  相談は「雇用関係」「賃金関係」に集中し、男性は社員に、女性は期限付雇用契約者（契約・

パート）に相談者が集中しています。 

 厳しい雇用情勢に改善の兆しはなく、違法率も５０．４％と高く相談内容に法律違反が多い

ことが表れています。賃金関係、労働時間関係及び差別の項目では特に違法率が高く、働く環

境が著しく劣化し、労働者が安心して働き続けられる状況にないことが明らかになっています。

また、雇用関係の相談は、圧倒的多くが「解雇・退職強要・契約打切」となっており、賃金関

係では、「賃金未払」と「残業手当・割増賃金不払」に特化しています。以上のことから５月

は地場の小規模事業所に勤務する労働者からの相談が多くありました。 

 このような労働環境の劣悪さや違法性を明らかにするためには、労働者自らが行動し多くの

仲間が労働組合に結集する中で、日常的な組織的対応を強化することが求められています。 


